別紙１

再生可能エネルギー導入のための蓄電池制御等実証モデル事業　実施計画書

	事業の名称
	

	事業実施の団体名
（代表事業者）
	

	
	事業実施の代表者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	経理責任者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	共同事業者

	団　 体 　名


	　　 　　事　業　実　施　責　任　者

	
	
	氏　　　　名
	　　所属部署・役職名
	　　電話／ＦＡＸ
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事業の概要

	※　事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置する大型蓄電池の規模や連結する大規模再生可能エネルギー発電施設の概要を必ず記載すること。
　また、直接連系する電力系統の電圧(kV)及び災害時等における電力の供給先についても記載すること。


	事業実施場所
	【大型蓄電池の設置場所と土地利用状況を記載のうえ、大規模再生可能エネルギー発電施設及び設置する大型蓄電池の位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】

	事業実施期間

	※事業の実施期間を記載すること。

　例：交付決定日～平成　年　月　日

	事業費（総事業費及び補助金所要額）
	

	事業の効果・有望性


	【大型蓄電池に連結する大規模再生可能エネルギー発電施設の種類や能力等】

※　定格出力を必ず記載のこと
【大型蓄電池の種類・能力・特性・発電設備の出力に対する割合】

【大型蓄電池による出力制御方法及び想定する出力安定化効果】

【地域特有の背景及び地理的条件】

※　当該地域において再生可能エネルギー導入量を拡大する際に問題となる課題や特筆すべき地理的な条件等を記載すること
【温室効果ガス削減に係る効果及びコストの検証方法】

※　大型蓄電池の設置による効果及びコストをどのように検証するのか、具体的に想定している方法を記載すること（別紙とする場合は２ページ以内とすること）

	事業の実施体制


	【事業の実施体制】

【設備の管理体制】

・電気事業法に基づく技術管理者等の配置計画等



	資金計画
	※事業収支と事業資金の調達計画（方法）を記載すること。



	備考
	※他の助成制度でこれまで類似の事業を行っている場合は本事業との関連について簡潔に記載してください。


　注：①記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。
